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実施計画

第５次実施計画

127,852 127,852 155,248 155,248

1 総
選挙管理委員会
会議

選挙管理委員会定例及び
臨時委員会を開催する。

選挙人
義
務

選挙管理
委員会事

務局
2,306

会議を重ね２回の選
挙執行を行った Ａ 2,355

現状維
持

なし 維持

1
選挙管理委員会
会議

選挙管理
委員会事

務局

選挙管理委員会
定例及び臨時委
員会の開催

開催回数

年４０回
(定例会12
回)
(臨時会4回)
(その他24
回)

年３３回
（定例会
10回、
臨時会
11回、
その他

2,306
選挙管理委員会
定例及び臨時委
員会の開催

開催回数

年４０回
(定例会12
回)
(臨時会4回)
(その他24
回)

2,355
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2 総
各種団体との連
絡調整

規約に基づき、構成員と
なる。

各団体
職員

内
部

選挙管理
委員会事

務局
104

期限までに事務を行
い成果が出ている Ａ 106

現状維
持

なし 維持

2
各種団体との連
絡調整

選挙管理
委員会事

務局

全国市区選挙管
理委員会の規約
に基づく分担金
の支払

支払期限
平成２１
年４月

平成２１
年４月

57

全国市区選挙管
理委員会の規約
に基づく分担金
の支払

支払期限
平成２２
年４月

59
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
各種団体との連
絡調整

選挙管理
委員会事

務局

全国市区選挙管
理委員会関東支
部の規約に基づ
く分担金の支払

支払期限
平成２１
年４月

平成２１
年４月

28

全国市区選挙管
理委員会関東支
部の規約に基づ
く分担金の支払

支払期限
平成２２
年４月

28
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
各種団体との連
絡調整

選挙管理
委員会事

務局

神奈川県市選挙
管理委員会連合
会の規約に基づ
く分担金の支払

支払期限
平成２１
年４月

平成２１
年４月

19

神奈川県市選挙
管理委員会連合
会の規約に基づ
く分担金の支払

支払期限
平成２２
年４月

19
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
湘南都市選挙事
務協議会との連
絡調整

各市選挙管理委員会事務
局相互の強調、選挙の円
滑な管理執行のため

各団体
職員

内
部

選挙管理
委員会事

務局
284

期限までに事務を行
い成果が出ている Ａ 269

現状維
持

なし 維持

3

湘南都市選挙事
務協議会との連
絡調整

選挙管理
委員会事

務局

湘南都市選挙事
務研究協議会の
規約に基づく分
担金の支払

支払期限
平成２１
年４月

284

湘南都市選挙事
務研究協議会の
規約に基づく分
担金の支払

支払期限
平成２２
年４月

269
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 総
選管事務局内部
会議の開催

選挙事務にかかる視察に
伴う会議を開催する。

本市及
び関係
自治体
選管事
務局職

員

内
部

選挙管理
委員会事

務局

佐倉市からの視察が
あり勉強会を行っ
た。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

4
選管事務局内部
会議の開催

選挙管理
委員会事

務局

選挙事務に係る
視察に伴う会議
の開催

会議開催回数 年３回 １回
選挙事務に係る
視察に伴う会議
の開催

会議開催回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5 総
明るい選挙推進
協議会に関する
事務

明るい選挙の推進を図
る。

選挙人
政
策

選挙管理
委員会事

務局
190

会員の高齢化が進む
中投票率向上への
ニーズがあり今後も
事業実施が必要であ
る

Ａ 231 2
選挙啓発事業
の民間との協
働

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5

明るい選挙推進
協議会に関する
事務

選挙管理
委員会事

務局

神奈川県三浦・
湘南地区明るい
選挙推進協議会
に係る事務

協議会への支
援回数

年３回 年３回

神奈川県三浦・
湘南地区明るい
選挙推進協議会
に係る事務

協議会への支
援回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5

明るい選挙推進
協議会に関する
事務

選挙管理
委員会事

務局

明るい選挙推進
大会の開催

開催回数 年１回 年１回 101
啓発事業の実
施・明るい選挙
推進大会の開催

開催回数 年４回 125 2
選挙啓発事業
の民間との協
働

不
可

必
要

済 可 無 有り 22
学生など若者ととも
に若年層へ啓発事業
を行う

維持

5

明るい選挙推進
協議会に関する
事務

選挙管理
委員会事

務局

選挙啓発研修視
察の実施

実施回数 年１回 年１回 72
選挙啓発研修視
察の実施

実施回数 年１回 106
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り
市のバスを使用する
ことにより減額

減
ら
す

5

明るい選挙推進
協議会に関する
事務

選挙管理
委員会事

務局

選挙啓発標語を
記載した文房具
等の購入

購入回数 年１回 年１回 17
選挙啓発標語を
記載した文房具
等の購入

購入回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
選挙常時啓発に
関する事務

選挙に対する意識高揚を
促進する。

選挙人
中学生

政
策

選挙管理
委員会事

務局
183

目標は達成したが、
若年層への啓発が課
題

Ｂ 220 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
選挙常時啓発に
関する事務

選挙管理
委員会事

務局

茅ヶ崎市明るい
選挙推進事業交
付金の交付

交付回数 年１回 年１回 56
茅ヶ崎市明るい
選挙推進事業交
付金の交付

交付回数 年１回 56
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

基礎情報

選挙管理委員会事務局

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

実施計画
事業名

選挙管理委員会事務局

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額
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実施計画

第５次実施計画

127,852 127,852 155,248 155,248
目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

基礎情報

選挙管理委員会事務局

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

実施計画
事業名

選挙管理委員会事務局

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

6
選挙常時啓発に
関する事務

選挙管理
委員会事

務局

選挙にふさわし
い標語の募集

コンクール開
催回数

年１回 年１回
選挙にふさわし
い標語の募集

コンクール開
催回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
選挙常時啓発に
関する事務

選挙管理
委員会事

務局

新有権者への年
賀状の送付

送付回数 年１回 年１回 127
新有権者への年
賀状の送付

送付回数 年１回 110
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 効果薄いため廃止
予算
なし

6
選挙常時啓発に
関する事務

選挙管理
委員会事

務局

政治教養講座の
開催

開催回数 年１回 未開催
政治教養講座の
開催

開催回数 年１回 54
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り
講師謝礼をゼロとす
る

減
ら
す

6
選挙常時啓発に
関する事務

選挙管理
委員会事

務局

５市２町の共同
による研修会の
開催

開催回数 年１回 年１回
５市２町の共同
による研修会の
開催

開催回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
県議会議員及び
県知事選挙の執
行管理

県議会議員及び県知事選
挙を適正に執行する

立候補
者及び
有権者

義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 35,030 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

現状維
持

有り
増
や
す

7

県議会議員及び
県知事選挙の執
行管理

選挙管理
委員会事

務局

定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H19.4.
8)

執行なし
定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
予定

選挙予定
日
(H23.4.
10)

34,299 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

可
必
要

可
不
可

無 有り 22

投・開票事務従事者
の委託、期日前投票
所投票管理者への再
任用職員の採用

増
や
す

7

県議会議員及び
県知事選挙の執
行管理

選挙管理
委員会事

務局

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ＪＲ横断幕
・選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙
公報

開催回数
選挙毎１
回

執行なし

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・
選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙
公報

開催回数
選挙毎１
回

731 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

不
可

必
要

済 済 無 有り 22
店内放送・啓発ポス
ターの掲示・ボディ
パネルの拡充

増
や
す

8 総
市議会議員及び
市長選挙の執行
管理

市議会議員及び市長選挙
を適正に執行する

立候補
者及び
有権者

義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 24,484 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

現状維
持

有り
増
や
す

8

市議会議員及び
市長選挙の執行
管理

選挙管理
委員会事

務局

定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H19.4.
22)

執行なし
定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙予定
日
(H23.4.
24)

24,484 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

可
必
要

可
不
可

無 有り 23

投・開票事務従事者
の委託、期日前投票
所投票管理者への再
任用職員の採用

増
や
す

8

市議会議員及び
市長選挙の執行
管理

選挙管理
委員会事

務局

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ＪＲ横断幕

選挙周知

開催回数
選挙毎１
回

執行なし

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・
選挙周知

開催回数
選挙毎１
回 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

不
可

必
要

済 済 無 有り 23
店内放送・啓発ポス
ターの掲示・ボディ
パネルの拡充

増
や
す

9 総
参議院議員通常
（補欠）選挙の
執行管理

参議院議員通常選挙を適
正に執行する

立候補
者及び
有権者

義
務

選挙管理
委員会事

務局
50,148

補欠選挙が急遽執行
となったが滞りなく
終えることができた

Ａ 84,721 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

現状維
持

有り
減
ら
す

9

参議院議員通常
（補欠）選挙の
執行管理

選挙管理
委員会事

務局

定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H19.7.
29)

H21.10.
25

49,544
定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行予
定期日

選挙予定
日
(H22.7)

83,990 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

可
必
要

可
不
可

無 有り 22

投・開票事務従事者
の委託、期日前投票
所投票管理者への再
任用職員の採用

減
ら
す

9

参議院議員通常
（補欠）選挙の
執行管理

選挙管理
委員会事

務局

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ＪＲ横断幕
・選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙
公報

開催回数
選挙毎１
回

H21.10.
25

604

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・
選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙
公報

開催回数
選挙毎１
回

731 1

参議院議員通
常選挙及び統
一地方選挙の
適正な管理執
行

不
可

必
要

済 済 有り 23
店内放送・啓発ポス
ターの掲示・ボディ
パネルの拡充

減
ら
す

10 総

衆議院議員総選
挙・最高裁判所
裁判官国民審査
の執行管理

衆議院議員総選挙・最高
裁判所裁判官国民審査を
適正に執行する

立候補
者及び
有権者

義
務

選挙管理
委員会事

務局
61,251

解散による衆議院総
選挙が行われたが、
滞りなく執行できた

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

127,852 127,852 155,248 155,248
目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

基礎情報

選挙管理委員会事務局

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

実施計画
事業名

選挙管理委員会事務局

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

10

衆議院議員総選
挙・最高裁判所
裁判官国民審査
の執行管理

選挙管理
委員会事

務局

定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H17.9.
11)

H21.8.3
0

60,660
定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H21.8.
30)

可
必
要

可
不
可

無 有り

25
以
降

投・開票事務従事者
の委託、期日前投票
所投票管理者への再
任用職員の採用

予算
なし

10

衆議院議員総選
挙・最高裁判所
裁判官国民審査
の執行管理

選挙管理
委員会事

務局

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ＪＲ横断幕
・選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙
公報

開催回数
選挙毎１
回

H21.8.3
0

591

・投票参加の呼
び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・
選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙
公報

開催回数
選挙毎１
回

不
可

必
要

済 済 無 有り

25
以
降

店内放送・啓発ポス
ターの掲示・ボディ
パネルの拡充

予算
なし

11 総
農業委員会委員
選挙の執行管理

農業委員会委員選挙を適
正に執行する

立候補
者及び
有権者

義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 現状維

持
なし

予算
なし

11
農業委員会委員
選挙の執行管理

選挙管理
委員会事

務局

定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.7.
6)
告示日
(H20.6.
29)

執行なし
定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.7.
6)
告示日
(H20.6.
29)

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
神奈川海区漁業
調整委員会委員
選挙の執行管理

神奈川海区漁業調整委員
会委員選挙を適正に執行
する

立候補
者及び
有権者

義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 現状維

持
なし

予算
なし

12

神奈川海区漁業
調整委員会委員
選挙の執行管理

選挙管理
委員会事

務局

定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.7.
31)
告示日
(H20.7.
22)

執行なし
定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.7.
31)
告示日
(H20.7.
22)

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総

神奈川県相模川
左岸土地改良区
総代選挙の執行
管理

神奈川県相模川左岸土地
改良区総代選挙を適正に
執行する

立候補
者及び
有権者

義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 現状維

持
なし

予算
なし

13

神奈川県相模川
左岸土地改良区
総代選挙の執行
管理

選挙管理
委員会事

務局

定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.1
0.7)
告示日
(H20.9.
30)

執行なし
定められた選挙
日における適切
な選挙の執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.1
0.7)
告示日
(H20.9.
30)

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
立候補受付事務
の迅速化に係る
研究

各候補者が迅速に選挙運
動を開始できるよう立候
補受付事務の迅速化をは
かる

立候補
者

政
策

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

14

立候補受付事務
の迅速化に係る
研究

選挙管理
委員会事

務局

従事者研修の実
施

実施回数 年２回
従事者研修の実
施

実施回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
開票事務の効率
的な執行に係る
研究

開票結果の迅速な公表の
ため、効率的な執行方法
を研究する

市民
政
策

選挙管理
委員会事

務局
9

２回の開票終了時刻
は県内トップクラス
であった。

Ａ 9 6
開票事務の迅
速化

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15

開票事務の効率
的な執行に係る
研究

選挙管理
委員会事

務局

先進市の取組事
例の研究

先進市への視
察回数

年２回 年１回 9
先進市の取組事
例の研究

先進市への視
察回数

年２回 9 6
開票事務の迅
速化

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
期日前投票所の
増設調査事業

期日前投票所の増設のた
め、長期使用可能な施設
の調査等を行う。

有権者
政
策

選挙管理
委員会事

務局

調査を行い比較的期
日前投票率の低い東
部地区の小和田公民
館を選定した

Ａ 5
期日前投票所
の増設

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

16
期日前投票所の
増設調査事業

選挙管理
委員会事

務局

市内施設の調査
の実施

調査実施箇所
数

２箇所 ２箇所
期日前投票所の
増設

増設箇所数 １箇所 5
期日前投票所
の増設

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

127,852 127,852 155,248 155,248
目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

基礎情報

選挙管理委員会事務局

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

実施計画
事業名

選挙管理委員会事務局

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

701 総
投票所受付シス
テムの導入

有権者の投票所における
待ち時間短縮のため、受
付事務の迅速化を図る。

有権者
政
策

選挙管理
委員会事

務局

導入に向けた協議を
行ってきたが国の事
業仕分けにより導入
困難との結論となっ
た

Ａ

701
投票所受付シス
テムの導入

選挙管理
委員会事

務局

導入に向けた協
議

協議回数 年２回 年２回

17 総
投票所の分割・
再編成事業

有権者の利便性及び投票
区の大規模化の解消を図
る。

有権者
政
策

選挙管理
委員会事

務局

３地区を統廃合し、
１投票区を増設する Ａ 3

投票区の分
割・再編

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

17
投票所の分割・
再編成事業

選挙管理
委員会事

務局

投票所の分割・
再編成の実施

分割・再編成
した投票所数

５箇所 ３箇所
投票所の分割・
再編成の実施

分割・再編成
した投票所数

５箇所 3
投票区の分
割・再編

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
各種事務マニュ
アルの整備

選挙事務を円滑に事務処
理できるようマニュアル
の整備・充実を図る。

選挙事
務従事

者

政
策

選挙管理
委員会事

務局

衆議院・参院補選の
２つの選挙に向け
種々のマニュアルを
見直した

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

18
各種事務マニュ
アルの整備

選挙管理
委員会事

務局

各種選挙事務マ
ニュアルの見直
し

見直し回数 年３回 年４回
各種選挙事務マ
ニュアルの見直
し

見直し回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総 公印の管理
選挙管理委員会保有の各
公印の使用承認を行う。
また、厳重に管理する。

事務局
職員

内
部

選挙管理
委員会事

務局

適切な管理を行って
いる Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

19 公印の管理
選挙管理
委員会事

務局

選挙管理委員会
保有の各公印の
適切な管理

不適切な使用
回数

０回 ０回
選挙管理委員会
保有の各公印の
適切な管理

不適切な使用
回数

０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 公印の管理
選挙管理
委員会事

務局

選挙管理委員会
保有の各印影の
適切な管理

不適切な使用
回数

０回 ０回
選挙管理委員会
保有の各印影の
適切な管理

不適切な使用
回数

０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
選挙管理委員会
関係文書の告示

公職選挙法、選挙管理委
員会執行規程等により告
示を必要とする事件につ
いて、委員長名で告示す
る。

選挙人
義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

20
選挙管理委員会
関係文書の告示

選挙管理
委員会事

務局

選挙管理委員長
名での告示

告示件数 ７０件 ５７件
選挙管理委員長
名での告示

告示件数 ７０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
選挙管理委員会
関係文書の告示

選挙管理
委員会事

務局

選挙長名での告
示

告示件数 ４件 ０件
選挙長名での告
示

告示件数 ４件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

21 総
選挙関係規程の
制定、改廃

公職選挙法等の改正に伴
い、選挙管理委員会執行
規程の改正等を行う。

選挙人
内
部

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 現状維

持
なし

予算
なし

21
選挙関係規程の
制定、改廃

選挙管理
委員会事

務局

公職選挙法等の
改正に伴う選挙
管理委員会執行
規程の改正

選挙関係規程
の制定、改廃
の期限

平成２２
年１２月

該当案件
なし

公職選挙法等の
改正に伴う選挙
管理委員会執行
規程の改正

選挙関係規程
の制定、改廃
の期限

平成２２
年１２月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22 総 予算の執行管理

予算及び各選挙費を適正
に執行する。また、物
品、備品等を適正に管理
する。

事務局
職員

内
部

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

22 予算の執行管理
選挙管理
委員会事

務局
予算の執行管理

適正な執行管
理を行った割
合

１００％ １００％ 予算の執行管理
適正な執行管
理を行った割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22 予算の執行管理
選挙管理
委員会事

務局

物品、備品の管
理

適正な物品、
備品の管理を
行った割合

１００％ １００％
物品、備品の管
理

適正な物品、
備品の管理を
行った割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

127,852 127,852 155,248 155,248
目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

基礎情報

選挙管理委員会事務局

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

実施計画
事業名

選挙管理委員会事務局

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

22 予算の執行管理
選挙管理
委員会事

務局
各選挙費の執行

適正に選挙費
を執行した割
合

１００％ １００％ 各選挙費の執行
適正に選挙費
を執行した割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
直接請求に関す
ること

条例制定、改廃請求、議
会解散、議員及び市長解
職請求について、要旨の
公表、選挙人名簿登録の
有無の確認、署名数の審
査を行う。

選挙人
義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 現状維

持
なし

予算
なし

23
直接請求に関す
ること

選挙管理
委員会事

務局

条例制定、改廃
請求に係る審査

適正に審査で
きなかった件
数

０件 実績なし
条例制定、改廃
請求に係る審査

適正に審査で
きなかった件
数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23
直接請求に関す
ること

選挙管理
委員会事

務局

議会解散、議
員、市長解職請
求に係る審査

適正に審査で
きなかった件
数

０件 実績なし
議会解散、議
員、市長解職請
求に係る審査

適正に審査で
きなかった件
数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24 総
訴訟に関するこ
と

選挙訴訟及び当選訴訟に
ついて、県選挙管理委員
会へ進達書類を作成す
る。

県選挙
管理委
員会

義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 現状維

持
なし

予算
なし

24
訴訟に関するこ
と

選挙管理
委員会事

務局

選挙訴訟に係る
進達書類の作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件 実績なし
選挙訴訟に係る
進達書類の作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24
訴訟に関するこ
と

選挙管理
委員会事

務局

当選訴訟に係る
進達書類の作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件 実績なし
当選訴訟に係る
進達書類の作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
検察審査員候補
者及び裁判員制
度にかかる事務

検察審査会法の規定によ
り、毎年、検察審査員候
補者を選定し、報告す
る。

選挙人
義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

25

検察審査員候補
者及び裁判員制
度にかかる事務

選挙管理
委員会事

務局

検察審査員候補
者の選定及び報
告

候補者数 ３９人 ３９人
検察審査員候補
者の選定及び報
告

候補者数 ３９人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25

検察審査員候補
者及び裁判員制
度にかかる事務

選挙管理
委員会事

務局

検察審査員制度
の周知

周知回数 １回 １回
検察審査員制度
の周知

周知回数 １回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 総
選挙人名簿に係
る事務

公職選挙法の規定により
選挙人名簿の調製を行
う。

選挙人
等

義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

26
選挙人名簿に係
る事務

選挙管理
委員会事

務局

永久選挙人名簿
への登載

定時登録また
は選挙時登録
の回数

４回 ６回
永久選挙人名簿
への登載

定時登録また
は選挙時登録
の回数

４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
選挙人名簿に係
る事務

選挙管理
委員会事

務局

登録申請に基づ
く選挙人名簿へ
の登録

選挙管理委員
会定例会また
は臨時会の議
決回数

１２回 ２１回
登録申請に基づ
く選挙人名簿へ
の登録

選挙管理委員
会定例会また
は臨時会の議
決回数

１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
選挙人名簿に係
る事務

選挙管理
委員会事

務局

定時登録及び選
挙の際の選挙時
登録（新規登録
及び抹消）

登録回数 ４回 ６回

定時登録及び選
挙の際の選挙時
登録（新規登録
及び抹消）

登録回数 ４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
選挙人名簿に係
る事務

選挙管理
委員会事

務局

定時登録及び選
挙時登録の新規
登録者の縦覧

縦覧申請件数 ０件 ０件
定時登録及び選
挙時登録の新規
登録者の縦覧

縦覧申請件数 ０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
選挙人名簿に係
る事務

選挙管理
委員会事

務局

閲覧申請に基づ
く選挙人名簿の
閲覧

閲覧申請件数 ２０件 ５件
閲覧申請に基づ
く選挙人名簿の
閲覧

閲覧申請件数 ２０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27 総
農業委員会委員
選挙人名簿に係
る事務

毎年１月１日現在の選挙
人名簿登録申請に基づ
き、３月３１日確定の選
挙人名簿を作成する。

農業委
員会委
員選挙

人

義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

増
や
す
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実施計画

第５次実施計画

127,852 127,852 155,248 155,248
目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

基礎情報

選挙管理委員会事務局

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

実施計画
事業名

選挙管理委員会事務局

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

27

農業委員会委員
選挙人名簿に係
る事務

選挙管理
委員会事

務局

選挙人名簿の作
成

作成回数 年１回 年１回
選挙人名簿の作
成

作成回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

28 総

神奈川海区漁業
調整委員会委員
選挙人名簿調整
事務

毎年９月１日現在の選挙
人名簿登録申請に基づ
き、１２月５日確定の選
挙人名簿を作成する。

神奈川
海区漁
業調整
委員会
委員選
挙人

義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

28

神奈川海区漁業
調整委員会委員
選挙人名簿調整
事務

選挙管理
委員会事

務局

選挙人名簿の作
成

作成回数 年１回 年１回
選挙人名簿の作
成

作成回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29 総
失権者・復権者
の整理事務

公職選挙法の規定によ
り、失権者・復権者の異
動を整理し、選挙人名簿
の登録または抹消を行
う。

選挙人
義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

29
失権者・復権者
の整理事務

選挙管理
委員会事

務局

失権者・復権者
の異動の整理に
伴う選挙人名簿
の登録又は抹消

登録または抹
消件数

７０件 ７２件

失権者・復権者
の異動の整理に
伴う選挙人名簿
の登録又は抹消

登録または抹
消件数

７０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総
各種証明書発行
に係る事務

永久、船員、農業委員会
委員及び郵便投票の各証
明書を発行する。

各選挙
人

義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

30
各種証明書発行
に係る事務

選挙管理
委員会事

務局

永久、船員、農
業委員会委員及
び郵便投票の各
証明書の発行

証明書の発行
件数

１件

永久、船員、農
業委員会委員及
び郵便投票の各
証明書の発行

証明書の発行
件数

１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
政治団体に係る
事務

神奈川県選挙管理委員会
が管理する、本市関係政
治団体の登録・異動・廃
止の各状況を把握する。

公職の
候補者

等

内
部

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

31
政治団体に係る
事務

選挙管理
委員会事

務局

本市関係政治団
体の登録・異
動・廃止状況の
把握

登録・異動・
廃止の件数

５件 実績なし

本市関係政治団
体の登録・異
動・廃止状況の
把握

登録・異動・
廃止の件数

５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 総
政治活動用証票
の交付に係る事
務

個人及び団体の政治活動
用事務所を表示する看板
に貼付する証票の交付、
再交付及び枚数管理を行
う。

公職の
候補者

等

義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

32

政治活動用証票
の交付に係る事
務

選挙管理
委員会事

務局

看板に貼付する
証票の交付、再
交付及び枚数管
理

交付及び再交
付件数

５件

看板に貼付する
証票の交付、再
交付及び枚数管
理

交付及び再交
付件数

５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 総
各選挙結果調作
成事務

選挙の執行後、各種選挙
結果調を作成し、今後の
選挙事務の参考とする。

関係自
治体選
挙人名
簿及び
一般市

民

内
部

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

33
各選挙結果調作
成事務

選挙管理
委員会事

務局

各種選挙結果調
の作成及び関係
各自治体への送
付

選挙結果調の
作成件数

１件 ２件

各種選挙結果調
の作成及び関係
各自治体への送
付

選挙結果調の
作成件数

１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34 総
表彰者の推薦に
係る事務

全国市区選挙管理委員会
連合会関東支部、神奈川
県市選挙管理委員会連合
会及び茅ヶ崎市からの要
請に基づき、条件に適合
する選挙関係功労者を推

被推薦
者

内
部

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

34
表彰者の推薦に
係る事務

選挙管理
委員会事

務局

選挙関係功労者
の推薦

推薦件数 １件 １件
選挙関係功労者
の推薦

推薦件数 １件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

35 総
不在者投票事務
（平常時）

本市以外で執行されてい
る各選挙の滞在地の不在
者投票について投票さ
せ、送付する。

本市以
外の選
挙人

義
務

選挙管理
委員会事

務局

適切な事務を行って
おり成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

35
不在者投票事務
（平常時）

選挙管理
委員会事

務局

本市以外の各選
挙の滞在地の不
在者投票に係る
投票及び送付

送付件数
必要に応
じた件数

３９件

本市以外の各選
挙の滞在地の不
在者投票に係る
投票及び送付

送付件数
必要に応
じた件数

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２２年度版） 7/7

実施計画

第５次実施計画

127,852 127,852 155,248 155,248
目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

基礎情報

選挙管理委員会事務局

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

実施計画
事業名

選挙管理委員会事務局

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

36 総
音声による選挙
公報の配布

情報のバリアフリー化 選挙人
義
務

選挙管理
委員会事

務局

衆院選・参院補選に
ついて録音奉仕会の
協力で作成した

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

36
音声による選挙
公報の配布

選挙管理
委員会事

務局

カセットテープ
版選挙公報の配
布拡充のため対
象者の調査を行
う

対象者の人数

２５１人
（視覚障
害１級及
び２級の
者）

希望者約
８０人

カセットテープ
版選挙公報の配
布拡充のため対
象者の調査を行
う

対象者の人数

２５１人
（視覚障
害１級及
び２級の
者）

不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

37 総
ショッピングセ
ンター内等への
投票所の設置

有権者の利便性向上及び
投票率アップ

選挙人
義
務

選挙管理
委員会事

務局
Ｚ 休・廃

止
なし

予算
なし

37

ショッピングセ
ンター内等への
投票所の設置

選挙管理
委員会事

務局

ショッピングセ
ンター内等の投
票所施設の調査
等

使用可能な投
票所施設の数

１箇所
調査未実
施

ショッピングセ
ンター内等の投
票所施設の調査
等

使用可能な投
票所施設の数

１箇所
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38 総
国民投票人名簿
調製プログラム
の作成業務

「日本国憲法の改正に関
する法律」が平成22年5
月18日から施行されるこ
とに伴い、投票人名簿調
製ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開発する。

投票人
義
務

選挙管理
委員会事

務局
13,377

会議を重ね２１年度
プログラム作成した Ａ 7,823 4

国民投票人名
簿システムの
構築

終了 なし
予算
なし

38

国民投票人名簿
調製プログラム
の作成業務

選挙管理
委員会事

務局

委託業者との連
絡調整

事務打合せの
回数

必要に応
じた回数

５回 13,377
委託業者との連
絡調整

事務打合せの
回数

必要に応
じた回数

7,823 4
国民投票人名
簿システムの
構築

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を部、課とし
て迅速的確に対処する。

全市民
等

義
務

選挙管理
委員会事

務局

現状維
持

なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

選挙管理
委員会事

務局

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

選挙管理
委員会事

務局

災害応急対策の
特命に関するこ
と。
（災害等発生
時）

災害応急対策
の特命に必要
な職員を配
備。
（選挙管理委
員会事務局職
員）

３名
（他２名
は拠点配
備）

未発生

災害応急対策の
特命に関するこ
と。
（災害等発生
時）

災害応急対策
の特命に必要
な職員を配
備。
（選挙管理委
員会事務局職
員）

３名
（他２名
は拠点配
備）

なし
予算
なし

888 総 庁内共通事務
内
部

選挙管理
委員会事

務局

現状維
持

なし
予算
なし


